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島  田  市 
 

 

議案第５号～議案第７号 



説  明  書 
 

議案第５号 島田市手数料条例の一部を改正する条例について 

令和元年５月に公布された戸籍法の一部を改正する法律（令和元年法律第17号）の

施行に伴い、戸籍謄本等の広域交付や戸籍電子証明書提供用識別符号の発行等の新た

な事務に係る手数料の額を定める必要があるため、条例の一部を改正し、令和６年３

月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第６号 島田市ふるさと応援基金条例の一部を改正する条例について 

島田市ふるさと応援基金において、企業版ふるさと納税制度を活用して寄せられる

寄附金を新たに取り扱うこととするとともに、条文の整理を行うため、条例の一部を

改正し、公布の日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第７号 緊急防災工事計画の策定について 

防災重点農業用ため池「尾川池」において、地震及び豪雨時における安全性の向上

を図るための緊急防災工事の施行に当たり、本計画の策定について土地改良法第87条

の４及び第96条の４の規定に基づき、議会の議決を求めるものです。 

参考は、別冊のとおりです。 
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新  旧  条  文 

例規名 島田市手数料条例 

新 条 文 
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別表（第２条関係） 

番号 手数料を徴収する事

務 

名称 種類 区分 金額 

省略 

９ 戸籍法（昭和22年法

律第224号）第10条

第１項、第10条の２

第１項から第５項ま

で若しくは第126条

の規定に基づく戸籍

の謄本若しくは抄本

の交付又は同法第

120条第１項、第120

条の２第１項若しく

は第126条の規定に

基づく戸籍証明書の

交付 

省略 
10 戸籍法第12条の２に

おいて準用する同法

第10条第１項若しく

は第10条の２第１項

から第５項までの規

定若しくは同法第

126条の規定に基づ

く除かれた戸籍の謄

本若しくは抄本の交

付又は同法第120条

第１項、第120条の

２第１項若しくは第

126条の規定に基づ

く除籍証明書の交付 

11 戸籍法第10条第１

項、第10条の２第１

項から第５項まで又

は第126条の規定に

戸籍に記載し

た事項に関す

る証明書交付

手数料 

証明事項１件につき

350円 

議案第５号 
参   考 

－ 4 －



 （最終印刷日時：2024/01/19 午後 1 時 6 分） 
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対  照  表 

旧   条   文 
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別表（第２条関係） 

番号 手数料を徴収する事

務 

名称 種類 区分 金額 

 

省略 

 

９ 戸籍法（昭和22年法

律第224号）第10条

第１項、第10条の２

第１項から第５項ま

で若しくは第126条

の規定に基づく戸籍

の謄本若しくは抄本

の交付又は同法第

120条第１項若しく

は第126条の規定に

基づく磁気ディスク

をもって調製された

戸籍に記録されてい

る事項の全部若しく

は一部の証明書の交

付 

省略 
10 戸籍法第12条の２に

おいて準用する同法

第10条第１項若しく

は第10条の２第１項

から第５項までの規

定若しくは同法第

126条の規定に基づ

く除かれた戸籍の謄

本若しくは抄本の交

付又は同法第120条

第１項若しくは第

126条の規定に基づ

く磁気ディスクをも

って調製された除か

れた戸籍に記録され

ている事項の全部若

しくは一部の証明書

の交付 

11 戸籍法第10条第１

項、第10条の２第１

項から第５項まで又

は第126条の規定に

戸籍に記載し

た事項に関す

る証明書交付

手数料 

  証明事項１件につき

350円 

－ 5 －
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基づく戸籍に記載し

た事項に関する証明

書の交付 

11の

２ 

戸籍法第120条の３

第２項の規定に基づ

く戸籍電子証明書提

供用識別符号の発行

（情報通信技術を活

用した行政の推進等

に関する法律（平成

14年法律第151号）

第７条第１項の規定

により同法第６条第

１項に規定する電子

情報処理組織を使用

する方法（総務省令

で定めるものに限

る。以下この項及び

12の２の項において

同じ｡)により戸籍電

子証明書提供用識別

符号の発行を行う場

合（当該発行に係る

戸籍電子証明書の請

求が同条第１項の規

定により同項に規定

する電子情報処理組

織を使用する方法に

より行われた場合に

限る｡)における当該

発行及び戸籍電子証

明書提供用識別符号

の発行に係る戸籍電

子証明書の請求を行

う者が同時に当該戸

籍電子証明書が証明

する事項と同一の事

項を証明する戸籍の

謄本若しくは抄本又

は戸籍証明書の請求

を行う場合における

当該発行を除く｡) 

戸籍電子証明

書提供用識別

符号発行手数

料 

  戸籍電子証明書提供用

識別符号１件につき

400円 

12 戸籍法第12条の２に

おいて準用する同法

第10条第１項若しく

は第10条の２第１項

から第５項までの規

定又は同法第126条

の規定に基づく除か

れた戸籍に記載した

事項に関する証明書

除籍に記載し

た事項に関す

る証明書交付

手数料 

  証明事項１件につき

450円 

－ 6 －
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基づく戸籍に記載し

た事項に関する証明

書の交付 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

12 戸籍法第12条の２に

おいて準用する同法

第10条第１項若しく

は第10条の２第１項

から第５項までの規

定又は同法第126条

の規定に基づく除か

れた戸籍に記載した

事項に関する証明書

除籍に記載し

た事項に関す

る証明書交付

手数料 

  証明事項１件につき

450円 

－ 7 －
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の交付 

12の

２ 

戸籍法第120条の３

第２項の規定に基づ

く除籍電子証明書提

供用識別符号の発行

（情報通信技術を活

用した行政の推進等

に関する法律第７条

第１項の規定により

同法第６条第１項に

規定する電子情報処

理組織を使用する方

法により除籍電子証

明書提供用識別符号

の発行を行う場合

（当該発行に係る除

籍電子証明書の請求

が同項の規定により

同項に規定する電子

情報処理組織を使用

する方法により行わ

れた場合に限る｡)に

おける当該発行及び

除籍電子証明書提供

用識別符号の発行に

係る除籍電子証明書

の請求を行う者が同

時に当該除籍電子証

明書が証明する事項

と同一の事項を証明

する除かれた戸籍の

謄本若しくは抄本又

は除籍証明書の請求

を行う場合における

当該発行を除く｡) 

除籍電子証明

書提供用識別

符号発行手数

料 

  除籍電子証明書提供用

識別符号１件につき

700円 

13 戸籍法第48条第１項

（同法第117条にお

いて準用する場合を

含む｡)の規定に基づ

く届出若しくは申請

の受理の証明書の交

付、同法第48条第２

項（同法第117条に

おいて準用する場合

を含む｡)若しくは第

126条の規定に基づ

く届書その他市長の

受理した書類に記載

した事項の証明書の

交付又は同法第120

条の６第１項の規定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省略 

 

 

 

 

 

 

－ 8 －
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13 戸籍法第48条第１項

（同法第117条にお

いて準用する場合を

含む｡)の規定に基づ

く届出若しくは申請

の受理の証明書の交

付又は同法第48条第

２項（同法第117条

において準用する場

合を含む｡)若しくは

第126条の規定に基

づく届書その他市長

の受理した書類に記

載した事項の証明書

の交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省略 
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の内容の証明書の交

付 

 

 

 

14 戸籍法第48条第２項

（同法第117条にお

いて準用する場合を

含む｡)の規定に基づ

く届書その他市長の

受理した書類を閲覧

に供する事務又は同

法第120条の６第１

項の規定に基づく届

書等情報の内容を表

示したものを閲覧に

供する事務 

省略 

書類又は届書等情報の

内容を表示したもの１

件につき350円 

 

省略 

 

 備考 省略 
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14 戸籍法第48条第２項

（同法第117条にお

いて準用する場合を

含む｡)の規定に基づ

く届書その他市長の

受理した書類を閲覧

に供する事務 

 

 

 

 

 

省略 

書類１件につき350円 

 

省略 

 

 備考 省略 

－ 11 －
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新  旧  条  文 

例規名 

新 条 文 
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    島田市ふるさと応援基金条例 

（設置） 

第１条 本市を応援するために寄附された寄附金を適正に管理し、運用するため、島

田市ふるさと応援基金（以下「基金」という｡)を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額とする。 

(1) ふるさと納税制度（個人が地方税法（昭和25年法律第226号）第37条の２第２

項及び第314条の７第２項の規定による指定を受けた都道府県、市町村又は特別

区に対する寄附金を支出した場合に、当該寄附金について同法第37条の２第１項

及び第314条の７第１項の規定による寄附金税額控除を適用する制度をいう｡)を

活用して寄附された寄附金の額 

(2) 企業版ふるさと納税制度（法人が地域再生法（平成17年法律第24号）第13条の

２の規定によりまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附をしたとき

に当該法人に対する道府県民税、事業税及び市町村民税並びに法人税の課税につ

いて特例を適用する制度をいう｡)を活用して寄附された寄附金の額 

議案第６号 
参 考 

－ 12 －
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対  照  表 
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（設置） 

第１条 ふるさと島田市を応援するために寄附されたふるさと寄附金を適正に管理

し、運用するため、島田市ふるさと応援基金（以下「基金」という｡)を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、ふるさと島田市を応援するために寄附されたふ

るさと寄附金の額とする。 

 

－ 13 －


